
計画 3年目

5

8

15

貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー
経済成長・

雇用

インフラ・産

業化・イノ

ベーション

不平等
持続可能

な都市

持続可能

な生産と消

費

気候変動 海洋資源 陸上資源 平和

実施手段・

パートナー

シップ
1 1 1 1 1 1

単位 達成率

％ 35.1 (2019) 42.4 (意識調査'23) 40 106

％ 31.8 (2019) 40.8 (意識調査'23) 35 116.6

単位 達成率

町 62 (2019) 65 69 94.2

町 63 (2019) 31 69 44.9

事業 コスト

拡充 現状維持

現状維持 現状維持

基本目標 安全・安心で快適な生活と美しい自然環境がともにあるまち

基本施策 安全・安心で心穏やかに暮らせるまちづくり

施 策
総合

戦略
防災体制の充実

ＳＤＧＳ

と の 関 連
(目標)

成果指標

指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025) 達成率の主な要因等

「防災体制の充実」の満足度
コミュニティタイムラインの作成など、新たな

取り組みが評価されている。

「災害に対する備えを行っている」人の割合
広報誌での啓発と全国で頻発する災害へ

の危機感

評価者

施策評価

シート

評価対象年度　 2023年度 この施策を記入する課等 総務課

評価者

施 策 の

目指す姿

「自助・共助・公助」の意識を共有し、日頃から災害に対する備えが十分になされ、災害が起きた後、速やかに復旧・復興ができ、地域の防災力が充実しているまちを目指し

ます。

総務部長 担当者 総務課長 担当者

担当者 担当者

達成率の主な要因等

市からの働きかけや、防災意識の高まりから

継続して実施できている町が多い。

C 地域防災マップ更新自治会数
変更がない自治会は、マップの提出はない

が、見直しがされている自治会もある。

C
地域の自主防災組織による防災訓練（災害図上訓

練を含む）実施自治会数

Ⅱ　有効性 Ⅲ　効率性 評価コメント 今後の方向性

必要不可欠 大変有効 変わらない
地域防災力のさらなる向上にむけ、施策目標である自主防災組織による防災訓練の目標達成に

向けた取組み、コミュニティタイムラインの作成地区を増やすための検討が必要。

◆防災施設整備事業 必要不可欠 大変有効 変わらない

施策に関連する主な事務事業の評価

事務事業名(◆実計) Ⅰ　必要性

プ ロ セ ス

指 標

達成率

評価
指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025)

防災危機管理事業

災害発生時に被害を最小限に止めるため、引き続き施設、設備の充実を行う。



拡充

現状維持

現状維持

拡充

拡充

「目標達成に向けた取組内容」の成果と今後の方向性

取組分野
成果 目指す状態・指標達成に向けた課題 課題解決に向けてやるべきこと

（指標等の分析から、各取組の成果（目指す姿へ向けての寄与度・効果）と課題（現在地）を記載） （今後の方向性）

防災訓練の実施

防災に対する広報や出前講座の実施により自主防災組

織による防災訓練実施数は増えてきており、成果が上がっ

ている。

自助・共助を踏まえた防災訓練の実施に向け、広報を行

うとともに、市民参加型の総合的な防災訓練の企画・立

案が必要。

引き続き市報等を通じて災害時における自助・共助の意

識の向上を図るとともに、市民参加型の総合的な防災訓

練を行う。

現状維持

防災情報の取得と広報
防災情報の取得に関しては、各種防災情報の精度が向

上されている。

市が入手した情報を的確に市民に伝えるため、防災行政

無線の機能強化等が必要。

防災行政無線の機能強化を行うとともに、防災行政無線

とリンクした防災アプリの導入を検討する。

防災設備や避難対策の

充実

備蓄品は計画的に配置を行うことができ、災害時の避難

体制の充実に成果が上がっている。

計画に基づき、防災設備や物資を整備・充実を図る必要

がある。

引き続き、防災設備や物資の整備・充実を図るとともに、

避難場所等の確保の検討を行う。

災害応援受援体制の

充実

2023年度は相互応援協定を新たに２件締結し、災害

時の受援体制の確立に成果が上がっている。

あらゆる災害に対応するため、引き続き関係機関等との

連携を強化する必要がある。

引き続き相互応援協定の締結を行うなど、関係機関との

連携を強化していく。

地域防災計画、国民保

護計画の見直し
両会議を開催し、見直し・更新ができた。 引き続き、見直し・更新を実施していく必要がある。 引き続き両会議を開催し、見直し・更新を行う。

地域防災マップの更新

防災マップの提出自治会は、2023年度は31町で、前年

度も46町から低い数となったが、未提出でも防災マップを

見直ししている自治体もある。

防災意識を高めるため、広報が必要。また、更新手続き

の簡略化の検討が必要。

引き続き市報等を通じて災害時における自助・共助の意

識の向上を図る。提出がなくても見直した自治会を把握

する。

引き続き、BCPに基づく迅速に復旧できる情報システムの

構築や、業務体制の整備を行う。
現状維持業務継続性の確保

業務継続計画（BCP）に基づき、災害時の業務体制の

検討を行った。

あらゆる災害発生時に、必要な業務を継続するためBCP

に基づく業務体制の整備が必要。

B:概ね順調

手段の最適性

●市が関与する必要性

●市民ニーズとの整合性

●目的への寄与度、貢献度

●事業内容・構成の妥当性

市民の生命・財産を守ることが行政の最重要課題であり、災害の大規模化、多様化に対応するため、公助だけに頼るのではなく、より「自

助・共助」の意識を共有する取り組みを実施していく必要がある。

経営資源の配分

(優先順位づけ)

●コスト削減の方向性

●事業の重点化、重心化

災害情報の発信の充実のための防災行政無線の機能強化や災害の想定に基づき必要となる備蓄品確保のため、また、コミュニティタイム

ラインや地区防災マップの作成促進ため、経営資源配分の優先度は高い。

役割分担の妥当性
●共創のまちづくりに向けた多

様な主体との連携、方向性
「自分の命は自分で守る」という意識付けに向け、特に区との連携により広報や出前講座、講演会等を実施していく。

SDGｓの視点
●該当ゴールへ向けた方向性

●社会・環境・経済の調和
防災体制の充実を図ることにより、気候変動に向けた対策や、災害時における性別や貧困による支障がないまちづくりを図る。

施策の総合評価／今後の方向性

進捗状況

(ベンチマーキング)

●施策の進捗状況(要因)

●目標達成度

（施策の進捗状況）

成果指標、プロセス指標を総合的にみた結果から、施策の達成水準は、概ね順調に進捗しているといえる。



計画 3年目

5

8

16

貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー
経済成長・

雇用

インフラ・産

業化・イノ

ベーション

不平等
持続可能

な都市

持続可能

な生産と消

費

気候変動 海洋資源 陸上資源 平和

実施手段・

パートナー

シップ
1 1 1 1

単位 達成率

％ 48.2 (2019) 52.6 (意識調査'23) 50 105.2

単位 達成率

件 41 (2019) 43 48 89.6

人 866 (2019) 637 881 72.3

人 7,217 (2019) 7,974 8,967 88.9

事業 コスト

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

基本目標 安全・安心で快適な生活と美しい自然環境がともにあるまち

基本施策 安全・安心で心穏やかに暮らせるまちづくり

施 策
総合

戦略
消防・救急体制の充実

ＳＤＧＳ

と の 関 連
(目標)

成果指標

指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025) 達成率の主な要因等

「消防・救急体制の充実」の満足度
市民の安心安全を確保するため、消防・救急の高度

化を進め対応力の強化に努めている。

評価者

施策評価

シート

評価対象年度　 2023年度 この施策を記入する課等 消防本部（各課）

評価者

施 策 の

目指す姿
広域連携での消防・救急体制や設備が整い、安心して暮らせるまちを目指します。

消防長 担当者 消防次長兼消防署長 担当者 消防本部予防課長

担当者 消防本部警防課長 担当者 消防本部総務課長

達成率の主な要因等

C 消防団員数

新規入団者が少なく減少傾向にあるなか、機

能別団員の入団が一定数ある。継続して自治

会及び事業所と連携し取り組んでいく。

C 消防団協力事業所・消防団サポート事業店数

事業所数は微増し一定の理解は得られて

いる。広報を徹底し当該制度の認知を高

める。

C 応急手当講習受講者数

目標に向けての進捗割合は低いが、応急

手当の必要性は浸透していると考えてお

り、総合的な救急体制の強化を図る。

Ⅱ　有効性 Ⅲ　効率性 評価コメント 今後の方向性

必要不可欠 有効 やや向上 機械の維持管理の徹底を図り、車両更新計画の見直しを行う。（更新時期の先送り）

消防団運営事業 必要不可欠 有効 やや向上
消防団員数は減少しており、定数に満たない状態である。入団の促進は喫緊の課題であり、特に

若者の入団促進に力を入れていかなければならない。

施策に関連する主な事務事業の評価

事務事業名(◆実計) Ⅰ　必要性

プ ロ セ ス

指 標

達成率

評価
指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025)

◆消防機械力整備事業

◆消防団機械力整備事

業
必要不可欠 大変有効 やや向上

更新計画基づき、助成事業を活用し更新した。今後は更新計画の見直し（先送り）の検討を行

う。

消防施設管理事業 必要不可欠 有効

小布施分署運営事業 必要不可欠 大変有効 変わらない

水防対策事業 必要不可欠 大変有効 変わらない

住宅用火災警報器の設置指導を継続的に実施する。防火対象物及び危険物施設の立入検査

による違反是正を強化し、改修改善を進める。

出水期前に水防資機材の整備を図り、災害時の活動に万全を期す。

◆消防施設整備事業 高い 有効 やや向上
消防庁舎も建設から30年が経過し、長寿命化を見すえ抜本的な改修の計画を立てる時期にきて

いる、有利な財源を活用し早めの整備に努めることが必要。

やや向上 施設の長寿命化のため、維持管理の徹底を図りながら、効果的な施設修繕を行う。

高山分署運営事業 必要不可欠 大変有効 やや向上
住宅用火災警報器の設置指導を継続的に実施する。防火対象物及び危険物施設の立入検査

による違反是正を強化し、改修改善を進める。



現状維持

拡充

拡充

拡充

拡充

「目標達成に向けた取組内容」の成果と今後の方向性

取組分野
成果 目指す状態・指標達成に向けた課題 課題解決に向けてやるべきこと

（指標等の分析から、各取組の成果（目指す姿へ向けての寄与度・効果）と課題（現在地）を記載） （今後の方向性）

消防防災施設・設備の

充実

・消防通信指令システムの共同運用向けて協議開始

・救急出動体制の効率化を図り、救急車を広域整備に

改善した

施設・設備の効果・効率的運用

・分署を含め庁舎改修等を進める

・女性消防吏員の拡充を図るための環境整備

・関係機関との情報共有・連携調整の強化を図る

・現有施設の適切な維持及び調査・調整による機能向

上

拡充

予防対策の推進

予防広報の実施

・火災予防運動（春季・特別・秋季）

・立入検査・防火訪問

・SNSによる広報

火災及び死傷者ゼロをめざす。

・あらゆる広報媒体を活用して広報を実施

・立入検査、防火訪問等、対面による防火指導、火災

予防啓発の推進

・長野市と消防の連携・協力に関する協議の開始

・計画的な職員採用

地域住民のための消防力の強化

・人口減少を踏まえた効率的な消防運営

・消防の連携・協力の拡大

・消防広域化の研究

・他消防本部との相互応援及び連携・強化の検討の推

進

・定年延長職員の適正配置、職員の計画的な採用

須高広域消防運営における救急出動体制を強化した。

須高広域消防運営の充実に向けて

・定年延長及び大量退職に備えた計画的な組織づくり

・救急需要の増加に向けた体制づくり

救急業務の推進

・救急救命士就業前病院実習の実施

・救命士再教育病院実習の実施

・気管挿管技能認定（ビデオ硬性挿管含む）の取得

・救命研修所における救命士の養成

・救命士の生涯教育を計画的に行い救急業務の高度化を図

る。

・市民が行う応急手当の普及啓発を図る中で受講者の増加

に苦慮。

・長野地域メディカルコントロール協議会及び医療機関と連携

を図り、救急救命士の生涯教育等を計画的に進める。市民が

行う応急手当の普及啓発を図るため、SNS等を活用し市民

（自助・共助）が行う応急手当の充実を図る。

消防力の確保

・活動に伴う負担軽減

　市消防ポンプ操法大会の廃止・代替訓練の実施

・機能別団員の拡充

・女性団員の活躍推進（団本部付け女性部創設）

地域と一体となった消防団の強化

消防団の活性化及び団員の負担軽減

新規入団者の減少、現役団員への依存・高齢化が課題

・活動に伴う負担軽減策の継続

・女性・若者への重点広報（ドローン等活動分野拡充）

・多様性のある環境整備（子供連れ、機能別など）

・積極的な情報発信　・区、地域等との連携深化

消防団員活性化とイ

メージアップの推進

消防体制の広域化の充

実

・計画的な職員採用と適切な組織体制の構築

・救急隊編成を含めた出動体制の検討

・他消防本部との広域体制の研究

経営資源の配分

(優先順位づけ)

●コスト削減の方向性

●事業の重点化、重心化

消防活動において、一定の人員、設備及び施設等は整える必要があり、その中で効率・効果を考え無駄を省くことが課題であることから、

広域的な連携・共同が重要である。

役割分担の妥当性
●共創のまちづくりに向けた多

様な主体との連携、方向性

火災予防、消防体制における関係機関（区、事業所、福祉・民生部門、及び医療機関等）との関わりにおける方向性は共通であり、役

割分担において確認及び連携が必要。

SDGｓの視点
●該当ゴールへ向けた方向性

●社会・環境・経済の調和

消防団員の充実及び応急手当の普及状況の指標が低い現状であるが、共に地域社会の理解は得られているものの伸び悩んでおり、引き

続き重要性が高いことを推進する。

施策の総合評価／今後の方向性

進捗状況

(ベンチマーキング)

●施策の進捗状況(要因)

●目標達成度

（施策の進捗状況）
成果指標は目標を上回っているがプロセスにおいて伸び悩み、特に消防団員の新規入団者の減少が喫緊の課題であ

る。救急需要の増加を受け、引き続き体制強化に取り組む。B:概ね順調

手段の最適性

●市が関与する必要性

●市民ニーズとの整合性

●目的への寄与度、貢献度

●事業内容・構成の妥当性

災害発生に備えた施設・設備の充実を図るとともに、地域防災の中核を担う消防団は非常に重要であり、市民が求める安心・安全を確保

するため、積極的に推進する必要がある。

消防を効率よく機能させるため通信指令システムの共同運用を協議するとともに、広域体制の研究を進める必要があり内容は適正である。



計画 3年目

5

8

17

貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー
経済成長・

雇用

インフラ・産

業化・イノ

ベーション

不平等
持続可能

な都市

持続可能

な生産と消

費

気候変動 海洋資源 陸上資源 平和

実施手段・

パートナー

シップ
1 1 1 1

単位 達成率

件/年 116 (2019) 106 75 70.8

件/年 (2019)

％ 26.3 (2019) 33.7 (意識調査'23) 30 112.3

％ 86.5 (2019) 86.6 (意識調査'23) 90 96.2

単位 達成率

回/年 50 (2019) 57 65 87.7

人/年 166 (2019) 146 200 73

事業 コスト

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持
市民の生命に直接関与する事業であり、警察をはじめとした関係機関、地域活動団体と連携する

必要あり

施策に関連する主な事務事業の評価

事務事業名(◆実計) Ⅰ　必要性

プ ロ セ ス

指 標

達成率

評価
指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025)

交通安全対策事業

Ⅱ　有効性 Ⅲ　効率性 評価コメント 今後の方向性

必要不可欠 有効 変わらない
市民の生命に直接関与する事業であり、警察をはじめとした関係機関、地域活動団体と連携する

必要あり
◆交通安全施設整備事

業
高い 有効 変わらない

各種ボランティアの協力による街頭啓発の

開催によるもの

C 免許返納者数（75歳以上）

返納後の移動手段の確保に対する不安な

どから返納に至らない者が一定程度存在す

るためと思われる

C 各種広報、街頭啓発、講習会などの実施回数

「交通安全対策の推進」の満足度
道路整備状況の推進と交通安全意識の

浸透によるものと考えられる

「交通マナーを守っている」人の割合
交通安全に対する意識の醸成が進んだも

のと考えられる

達成率の主な要因等

評価者

施策評価

シート

評価対象年度　 2023年度 この施策を記入する課等 市民課/道路河川課

評価者

施 策 の

目指す姿
市民を交通事故から守り、安全に安心して外出できる道路交通環境の整備を推進するとともに、一人ひとりが交通安全とマナーを守るまちを目指します。

市民環境部長 担当者 市民課長 担当者

まちづくり推進部長 担当者 道路河川課長 担当者

基本目標 安全・安心で快適な生活と美しい自然環境がともにあるまち

基本施策 安全・安心で心穏やかに暮らせるまちづくり

施 策 交通安全対策の推進

ＳＤＧＳ

と の 関 連
(目標)

成果指標

指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025) 達成率の主な要因等

市内での交通事故発生件数
啓発活動による安全運転意識の向上と道

路環境の整備等によるものと考えられる

市内での交通死亡事故件数
安全運転意識の向上と危険運転者の減

少によるものと考えられる



●市が関与する必要性

●市民ニーズとの整合性

●目的への寄与度、貢献度

●事業内容・構成の妥当性

全市民が対象とすべき事業であることから、引き続き啓発活動を中心に継続する必要あり

市民の生命に直接影響することから整合性は高い

各年代（未就学児、児童、高齢者）に応じた施策を引き続き実施することにより目的達成に近づけていく

啓発活動と自転車用ヘルメットの購入補助等を組み合わせて安全施策の実施に取り組む

経営資源の配分

(優先順位づけ)

●コスト削減の方向性

●事業の重点化、重心化
啓発活動を中心に実施していく

役割分担の妥当性
●共創のまちづくりに向けた多

様な主体との連携、方向性
これまでと同様に関係機関や各種団体との連携を中心に継続して実施する

SDGｓの視点
●該当ゴールへ向けた方向性

●社会・環境・経済の調和
交通安全の徹底が市民の生命の安全に繋がることの方向付けを進める。

施策の総合評価／今後の方向性

進捗状況

(ベンチマーキング)

●施策の進捗状況(要因)

●目標達成度

（施策の進捗状況）

おおむね順調であると考えているが、市内での交通事故発生件数については高止まり傾向である。
B:概ね順調

手段の最適性

道路交通環境の整備

（道路河川課）

・各町のカーブミラー等安全対策要望箇所の対応を予算の範

囲で実施した

・令和3年度から実施している通学路合同点検での要望箇所

37箇所に安全対策工事を実施した。

限られた財源の中で緊急性等を考慮し優先順位をつけて

事業を行う必要がある。
公安委員会、警察、地元との協議連携

歩道の整備（道路河

川課）

市道井上小学校福島線、市道幸高福島線、市道福島東畑

線、新アクセス道路、市道井上松宮中島線、市道井上九反

田電鉄沿線、市道井上駅跨線橋線等の道路整備に合わせ

歩道を整備。

・道路改良を伴わない箇所の歩道整備

・歩道の設置基準を満たせない場合の対応

・歩道設置が困難な場所の対応（用地・地元同意等）

・交付金対象の条件を満たせない場合、他の財源の確

保に努め現地に応じた柔軟な対策を講じる

・一方的な提案ではなく、地元の理解と協力を得る

取組分野
成果 目指す状態・指標達成に向けた課題 課題解決に向けてやるべきこと

（指標等の分析から、各取組の成果（目指す姿へ向けての寄与度・効果）と課題（現在地）を記載） （今後の方向性）

交通安全意識の啓発

（市民課）

ＬＰＳ隊員、交通指導員を交通安全教室に派遣したほ

か、巡回により通学途中の児童生徒の安全の見守りを実

施した

自転車のヘルメット着用義務化に伴い、制度の周知と着

用の重要性についても周知する必要がある
啓発活動の充実及び自転車用ヘルメット着用率の向上 現状維持

「目標達成に向けた取組内容」の成果と今後の方向性



計画 3年目

5

8

18

貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー
経済成長・

雇用

インフラ・産

業化・イノ

ベーション

不平等
持続可能

な都市

持続可能

な生産と消

費

気候変動 海洋資源 陸上資源 平和

実施手段・

パートナー

シップ
1 1 1 1 1

単位 達成率

件/年 255 (2019) 256 250 97.7

単位 達成率

人/年 195 (2019) 756 250 302.4

回/年 49 (2019) 129 60 215

事業 コスト

現状維持 拡大

施策に関連する主な事務事業の評価

事務事業名(◆実計) Ⅰ　必要性

プ ロ セ ス

指 標

達成率

評価
指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025)

消費者保護啓発事業

Ⅱ　有効性 Ⅲ　効率性 評価コメント 今後の方向性

必要不可欠 有効 変わらず 多様化する消費者トラブル、特殊詐欺に対応する必要性がある

市内の中高生（93人、563人）及びシ

ルバー世代（100人）を中心に消費生活

講座を実施した

A 各種広報、街頭啓発、講習会などの実施回数

各種媒体（ブログ53回、介護保険教室

等24回、防災行政無線31回）を通じて

広報を実施

A 消費生活に関する講座への参加者数

達成率の主な要因等

評価者

施策評価

シート

評価対象年度　 2023年度 この施策を記入する課等 市民課

評価者

施 策 の

目指す姿
消費者情報の提供や地域との連携により、消費者の安全を守るとともに、環境・社会に配慮した消費生活を送るまちを目指します。

市民環境部長 担当者 市民課長 担当者

担当者 担当者

基本目標 安全・安心で快適な生活と美しい自然環境がともにあるまち

基本施策 安全・安心で心穏やかに暮らせるまちづくり

施 策 消費生活の安全確保と意識向上

ＳＤＧＳ

と の 関 連
(目標)

成果指標

指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025) 達成率の主な要因等

消費生活相談件数
架空請求の相談は減少しているものの、通

販に関連する相談は増加傾向である。



現状維持

●市が関与する必要性

●市民ニーズとの整合性

●目的への寄与度、貢献度

●事業内容・構成の妥当性

市民の財産を守るため、継続した消費者教育や情報発信による市民意識の向上と知識習得の促進を図る必要がある。

また、トラブル時に安心して相談できる体制を維持し、多様な相談内容に対応できる相談員を継続して配置する必要がある。

迷惑電話防止機器の貸与に対するニーズは高いことから継続していく

経営資源の配分

(優先順位づけ)

●コスト削減の方向性

●事業の重点化、重心化
高齢者の詐欺被害防止のため、迷惑電話防止機器の貸与を進め、デジタル社会にに対応した相談体制の充実を図る

役割分担の妥当性
●共創のまちづくりに向けた多

様な主体との連携、方向性
各種団体との連携により実施しているが、特に一人暮らしの高齢者に対しては民生児童委員を介しての啓発を継続して依頼する

SDGｓの視点
●該当ゴールへ向けた方向性

●社会・環境・経済の調和
今後も増加するとみられる高齢者による相談に対応可能とするよう体制の整備と情報発信の継続に努める

施策の総合評価／今後の方向性

進捗状況

(ベンチマーキング)

●施策の進捗状況(要因)

●目標達成度

（施策の進捗状況）

消費者トラブル等についての広報・啓発活動は積極的に展開しているが、相談体制の充実は喫緊の課題となっている
B:概ね順調

手段の最適性

関係機関との連携による

消費者保護・エシカル消

費の推進

県消費者団体連絡協議会主催の北信地区消費者の会

連絡会学習会に須坂市消費者の会と出席し、県内各種

団体の動向等、情報共有が図れた。

「エシカル消費」の知名度が低い。また、消費センターの存

在を知らない者も多く、相談に至らない者が多いことが課

題

新たな消費行動に向け、第３次長野県消費生活基本計画

(R5-9)を基に、環境や地域社会に配慮したSDGsの取り組み

に併せた周知啓発等、県と連携し意識向上を図る。

取組分野
成果 目指す状態・指標達成に向けた課題 課題解決に向けてやるべきこと

（指標等の分析から、各取組の成果（目指す姿へ向けての寄与度・効果）と課題（現在地）を記載） （今後の方向性）

消費者、子ども、高齢者

等に対する情報提供、

消費者教育の推進

高齢者に対しては健康教室等での周知、民生児童委員

を通じたチラシ配布や訪問等を行い、若年層へは、市内

２高校で出前講座を行い、意識強化が図れた。

被害リスクの高い孤立高齢者が増加傾向にあり、啓発強化や

高齢者関係部署との連携が必要。消費生活相談の担い手確

保と、デジタル化に伴うトラブル増加への対応、SNS等に対応

する相談体制強化が課題。

消費者被害防止に向けて、迷惑電話防止機器（警告・

録音機能）の貸与数の拡充継続を図る。
拡充

「目標達成に向けた取組内容」の成果と今後の方向性



計画 3年目

5

8

19

貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー
経済成長・

雇用

インフラ・産

業化・イノ

ベーション

不平等
持続可能

な都市

持続可能

な生産と消

費

気候変動 海洋資源 陸上資源 平和

実施手段・

パートナー

シップ
1 1 1

単位 達成率

件/年 160 (2019) 145 108 74.5

％ 33.3 (2019) 38.7 (意識調査'23) 50 77.4

件/年 2 (2019) 1

単位 達成率

件/年 60 (2019) 116 100 116

％ 46 (2019) 75.9 73 104.0

人 2,953 (2019) 3,393 4,500 75.4

事業 コスト

現状維持 現状維持

施策に関連する主な事務事業の評価

事務事業名(◆実計) Ⅰ　必要性

プ ロ セ ス

指 標

達成率

評価
指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025)

◆防犯対策事業

Ⅱ　有効性 Ⅲ　効率性 評価コメント 今後の方向性

必要不可欠 有効 変わらない
防犯パトロールをはじめとした見守り活動等の定着により、地域での自主防犯意識が高まり、犯罪が

起きにくいまちづくりとなるよう継続すべき事業である。

C 防犯メールの登録数
メール登録数の増加に向けた周知活動が

必要である。

防犯パトロール協力団体や担当課による

巡回の増加で、目標値に近づく実績となっ

た。

A 防犯灯LED化率
各町区の計画的な事業実施により着実に

数値を伸ばすことができた。

A 青パトを活用した自主防犯パトロール巡回件数

特殊詐欺被害認知件数
関係機関等による積極的な広報により詐

欺の手法が認知された結果と考えられる

達成率の主な要因等

評価者

施策評価

シート

評価対象年度　 2023年度 この施策を記入する課等 市民課/消費生活・特殊詐欺被害防止センター

評価者

施 策 の

目指す姿
地域ぐるみの見守り活動など地域のつながりを強め、市民・地域・行政が連携しながら犯罪を未然に防ぐまちを目指します。

市民環境部長 担当者 市民課長 担当者

担当者 担当者

基本目標 安全・安心で快適な生活と美しい自然環境がともにあるまち

基本施策 安全・安心で心穏やかに暮らせるまちづくり

施 策
総合

戦略
地域安全活動の推進

ＳＤＧＳ

と の 関 連
(目標)

成果指標

指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025) 達成率の主な要因等

市内での犯罪発生件数
前年は訪問盗の大量検挙により一時的に

増加したもの

「防犯活動に取り組んでいる」人の割合
防犯意識の向上や地域の防犯活動への参加

人数が維持されているものと考えられる



現状維持

現状維持

現状維持

●市が関与する必要性

●市民ニーズとの整合性

●目的への寄与度、貢献度

●事業内容・構成の妥当性

市民の安心・安全に大きな役割を果たす防犯活動は必須であり、地域や関係機関との連携と継続も必要である。

市民の安心・安全は、住民の基本ニーズである。

日常的な見守りやパトロールなどにより、市民の防犯意識の醸成を促すことで目的遂行に貢献する。

ソフト、ハード両面での事業内容により推進可能。

経営資源の配分

(優先順位づけ)

●コスト削減の方向性

●事業の重点化、重心化
特にハード面での対応となる防犯灯のLED化が進んでおり、補助金額もピークを越えた模様

役割分担の妥当性
●共創のまちづくりに向けた多

様な主体との連携、方向性
地域や関係機関と連携しながらの取組みは必要であるが、取り組みに関する地域の温度差の解消が課題

SDGｓの視点
●該当ゴールへ向けた方向性

●社会・環境・経済の調和
市民一人ひとりの防犯意識の醸成と地域におけるパトロールの実施により、犯罪が発生しにくいまちづくりを推進する

施策の総合評価／今後の方向性

進捗状況

(ベンチマーキング)

●施策の進捗状況(要因)

●目標達成度

（施策の進捗状況）

地域における防犯意識が浸透してきている。継続して、関係者と連携しながら取り組む。
B:概ね順調

手段の最適性

防犯のための環境づくり

区が行う防犯灯設置改修事業を支援した。47町271灯

を補助事業とし、防犯環境づくりができた。より効果的な

設置改修のため、要綱を改正し適用範囲を広めた。

LED化率が75％超となっており、防犯灯の修繕について

補助対象とするか課題。
今後も区による防犯灯整備への助成を実施する。

日常的な見守り活動

各団体・組織による地域の見守り、パトロール活動を継続

的に実施し、地域・市民の安心安全に資することができ

た。

地域により活動の偏りがあるため、活動の把握や協力を

促す必要がある。

地域安全サポーター代表者会議等、機会を捉えて地域

の見守り・安全啓発活動について理解協力を促す。

防犯意識の啓発
地域安全サポーター代表者会議等、機会を捉えて地域

の見守り・安全啓発活動について理解協力を促す。
情報発信の機会と形態を引き続き研究する必要がある。

引き続きあらゆる機会・手段を活用し、市民の防犯に係る

意識の啓発を進める。

取組分野
成果 目指す状態・指標達成に向けた課題 課題解決に向けてやるべきこと

（指標等の分析から、各取組の成果（目指す姿へ向けての寄与度・効果）と課題（現在地）を記載） （今後の方向性）

自主防犯パトロール

春、秋、年末等防犯に係る啓発活動期間を中心に、防

犯協会等と協力して街頭啓発活動を実施し、地域安全

に係る意識啓発を図った。

地域で自主的に防犯活動を行っている方々が、高齢等に

より減少傾向にあるため、改めて役割・負担を考慮したう

えでの啓発・支援方法の検討が必要。

引き続き各団体等と協力し市民の安全に係る啓発活動

を行う。
現状維持

「目標達成に向けた取組内容」の成果と今後の方向性



計画 3年目

5

9

20

貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー
経済成長・

雇用

インフラ・産

業化・イノ

ベーション

不平等
持続可能

な都市

持続可能

な生産と消

費

気候変動 海洋資源 陸上資源 平和

実施手段・

パートナー

シップ
1 1 1

単位 達成率

％ 88.4 (2019) 90.5 89 101.7

単位 達成率

ha 7.7 8 96.3

事業 コスト

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

基本目標 安全・安心で快適な生活と美しい自然環境がともにあるまち

基本施策 快適で便利な都市基盤のあるまちづくり

施 策
総合

戦略
土地の有効利用の促進

ＳＤＧＳ

と の 関 連
(目標)

成果指標

指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025) 達成率の主な要因等

市街化区域のうち、都市的土地利用の割合
民間開発の宅地造成により実績値は順調

に推移

評価者

施策評価

シート

評価対象年度　 2023年度 この施策を記入する課等 まちづくり課/道路河川課

評価者

施 策 の

目指す姿
低未利用地や耕作放棄地の減少及び須坂長野東インターチェンジ周辺地区の有効な土地利用など、社会資本のストック効果が発現されたまちを目指します。

まちづくり推進部長 担当者 まちづくり課長 担当者 道路河川課長

担当者 担当者

達成率の主な要因等

民間開発の宅地造成により実績値は順調

に推移
A

市街化区域内でおこなう1,000㎡以上の開発行為の

累計面積

Ⅱ　有効性 Ⅲ　効率性 評価コメント 今後の方向性

高い 普通 変わらない
日滝８区の後半工程は、能登半島地震などの影響で年度内完了に至らなかった。県の認証は下

りたが登記待ちとなっている地区が複数あり、法務局と相談しながら順に手続きを進める。

◆調査・計画策定事業 必要不可欠 大変有効 変わらない

施策に関連する主な事務事業の評価

事務事業名(◆実計) Ⅰ　必要性

プ ロ セ ス

指 標

達成率

評価
指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025)

◆地籍調査事業

都市計画マスタープランに沿ってインター周辺地区をはじめとする秩序ある開発をすることが重要であ

る。



現状維持

現状維持

現状維持

現状維持

現状維持

「目標達成に向けた取組内容」の成果と今後の方向性

取組分野
成果 目指す状態・指標達成に向けた課題 課題解決に向けてやるべきこと

（指標等の分析から、各取組の成果（目指す姿へ向けての寄与度・効果）と課題（現在地）を記載） （今後の方向性）

人口減少・地域コミュニ

ティ維持への対策

人口減少と少子高齢化社会に対応した持続可能なまち

づくりを推進するため、立地適正化計画を2024年３月に

策定し４月から運用を開始した。

既成市街地における若者・子育て世代の居住を促進させ

る必要がある。

既存住宅や宅地の有効活用による利便性が高く手頃なまちな

か住宅の供給を促進する。郊外等におけるゆとり居住環境の

維持保全を図るため空き家バンクの有効活用を推進する。

現状維持

低未利用地の有効活

用

宅地造成に関する相談・協議を積極的に行い、市街化区域

内において、2019～2023年度に7.7ha（300区画）の住

宅地造成が行われた。（1,000㎡以上の開発行為）

低未利用地の情報提供を積極的に行い有効活用を促

す必要がある。

庁内関係課や長野県などと連携しながら、低未利用地の

有効活用による地域の価値向上と賑わいの創出を進め

る。

都市計画の見直し

伝統的建造物群保存地区の決定及び関連する都市計画道

路の廃止並びに用途地域の変更を行った（2023年９月28

日告示）。また、インター周辺開発地区ほか既存産業用地の

市街化区域への編入に向けた協議を長野県と進めた。

市街化調整区域内の既存産業用地や新複合交流拠点の市

街化区域への編入については、商業施設の用途地域が課題

であり長野県との協議を継続して行う必要がある。

新複合交流拠点の市街化区域への編入に向けて、長野

県との協議を継続する。

地籍調査事業

日滝８区の後半工程調査を実施したが、能登半島地震

の発生により一時中断、さらに座標補正・検証測量も必

要となったため年度内完了に至らなかった。

調査中の地区の工程を計画どおり確実に実施できるように進

捗管理する。調査済み地区の地籍図・地籍簿を法務局へ早

期に備え付けるため法務局と密に連携し手続きを進める必要

がある。

調査成果が登記待ちとなっている地区が複数あり、法務

局と相談しながら順番に手続きを進めていく。

インター周辺地区の開発

須坂市都市計画マスタープランに沿った、インター周辺における

新複合交流拠点の整備と併せ、アクセス向上のための道路整

備を推進した。（2023年度末進捗率は事業費ベースで

92％）

交通混雑や事故防止の対策に向けた関係機関との協議

を進める必要がある。

計画的な周辺道路整備を推進するほか、引き続き長野

県や長野県警、ネクスコなどと情報共有をしながら立地企

業とともに施設の開業に向けて交通対策を進める。

農地の保全と活用

市街化調整区域における地域コミュニティを維持し、農地の保

全及び耕作放棄地の抑制と発生を防止するため、都市計画

法第34条第11号を活用した開発に向けた支援を行い、

2023年度の開発許可件数で14件の適用があった。

引き続き、同法の活用支援を行う必要がある。

都市計画法第34条第11号の活用支援を進めるととも

に、立地適正化計画においても地域拠点の位置づけを検

討する。

A:順調

手段の最適性

●市が関与する必要性

●市民ニーズとの整合性

●目的への寄与度、貢献度

●事業内容・構成の妥当性

都市計画の見直し、低未利用地の有効活用、農地の保存と活用など長野県等の関係機関との調整が必要であり、インター周辺開発は

民間事業者による開発であるが、長野県等関係機関との協議調整に関し、市が積極的に関与する必要がある。

経営資源の配分

(優先順位づけ)

●コスト削減の方向性

●事業の重点化、重心化

地域の活性化のため、また、雇用創出、税収を増加させるためにも取り組む必要がある事業と考える。庁内横断的に関係課が連携して事

業を進めている。

役割分担の妥当性
●共創のまちづくりに向けた多

様な主体との連携、方向性
民間事業者とも連携して事業を進めている。

SDGｓの視点
●該当ゴールへ向けた方向性

●社会・環境・経済の調和
環境へも配慮しながら持続可能な都市の将来像を目指して事業を進めていく必要がある。

施策の総合評価／今後の方向性

進捗状況

(ベンチマーキング)

●施策の進捗状況(要因)

●目標達成度

（施策の進捗状況） インター周辺開発を進める一方で人口減少と少子高齢社会に対応するための立地適正化計画を策定するとともに、

農地の保全と農地及び低未利用地の有効活用策も検討した。伝統的建造物群保存地区の決定に関連した都市

計画の見直しを実施した。



計画 3年目

5

9

21

貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー
経済成長・

雇用

インフラ・産

業化・イノ

ベーション

不平等
持続可能

な都市

持続可能

な生産と消

費

気候変動 海洋資源 陸上資源 平和

実施手段・

パートナー

シップ
1 1 1 1 1 1 1

単位 達成率

％ 63.9 (2019) 66.6 (意識調査'23) 65 102.5

単位 達成率

％ 82.7 (2019) 84.4 85 99.3

％ 90.1 (2019) 91.9 92 99.9

事業 コスト

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

休止・廃止 皆減

現状維持 現状維持事務事業評価なし

安全で安定した事業の実施と、管理体制の見直しなど持続可能な小規模水道事業の検討をして

いく。

農業集落排水事業 事務事業評価なし、公共下水道へ統合

公共下水道事業

施策に関連する主な事務事業の評価

事務事業名(◆実計) Ⅰ　必要性

プ ロ セ ス

指 標

達成率

評価
指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025)

生活雑排水対策事業

Ⅱ　有効性 Ⅲ　効率性 評価コメント 今後の方向性

必要不可欠 普通 変わらない 法令に基づく適正な事業実施行う。

小規模水道施設維持

管理事業
必要不可欠 有効 変わらない

漏水調査を実施して修繕している

老朽管の布設替を実施

A 下水道水洗化率
下水道接続促進の周知

新築住宅の増加

A 上水道の有効率

達成率の主な要因等

評価者

施策評価

シート

評価対象年度　 2023年度 この施策を記入する課等 水道局/生活環境課

評価者

施 策 の

目指す姿
生活に密接する水道が、安心・安定して供給され、持続的に水量・水質が確保できるよう水源地の保全が図られているまちを目指します。

水道局長 担当者 上下水道課長 担当者

市民環境部長 担当者 生活環境課長 担当者

基本目標 安全・安心で快適な生活と美しい自然環境がともにあるまち

基本施策 快適で便利な都市基盤のあるまちづくり

施 策 安定的な上下水道の運営

ＳＤＧＳ

と の 関 連
(目標)

成果指標

指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025) 達成率の主な要因等

「上下水道の整備」の満足度
上水：安全・安心・安定して供給している

下水：峰の原地区以外は整備が完了している



拡充

拡充

現状維持

●市が関与する必要性

●市民ニーズとの整合性

●目的への寄与度、貢献度

●事業内容・構成の妥当性

・上水道施設を更新して、安全・安心・安定な水の供給を図っていく

・下水道管渠の維持管理、管路更生や耐震化を図っていく

経営資源の配分

(優先順位づけ)

●コスト削減の方向性

●事業の重点化、重心化

・料金収入、使用料を考慮して優先順位をつけ更新工事の平準化を図っていく

・2023年度に水道料金等審議会を設置。　今後10年の経営の基本となる経営戦略の改定を図る。

役割分担の妥当性
●共創のまちづくりに向けた多

様な主体との連携、方向性
・突発的な事故に対応するため、須坂市水道工事共同組合や管路管理業協会を連携を図っていく

SDGｓの視点
●該当ゴールへ向けた方向性

●社会・環境・経済の調和
・今後も安全・安心・安定な水の供給を図っていく

施策の総合評価／今後の方向性

進捗状況

(ベンチマーキング)

●施策の進捗状況(要因)

●目標達成度

（施策の進捗状況）
2023年度に水道ビジョン(更新版)を策定、2022年度から2024年度にかけて下水道ストックマネジメント計画を策

定中、計画的に施設の更新を図っていくB:概ね順調

手段の最適性

水洗化の促進 水洗化率が91.9％に上昇した

2025年度の目標値92.0％に向けて水洗化促進に取り組

む。古い住宅は改築等のタイミングまで下水に接続がされない

ケースが多く、水洗化率向上のブレーキになっている

水洗化率の向上に向け、引き続き普及促進を図る

経営の安定化と効率

的・効果的な施設の維

持管理

水道ビジョンに基づく計画的な施設の更新を行った
浄水場直営職員の退職に備え、民間との連携による維

持管理体制の構築の検討が必要
休止施設の統廃合検討作業を進める

下水道施設の整備
300km以上に及ぶ管渠の長寿命化に向けた調査を開

始した

下水道施設（管路・マンホール等）の老朽化に対する

維持・更新および地震・災害等に対する対策が必要

ストックマネジメント計画を策定し下水道施設の維持・更新を行う

下水道総合地震対策計画を基に、地震時に下水道が最低限有す

べき機能を確保するための施設の耐震化および防災時の下水道機

能のバックアップ対策を行う

取組分野
成果 目指す状態・指標達成に向けた課題 課題解決に向けてやるべきこと

（指標等の分析から、各取組の成果（目指す姿へ向けての寄与度・効果）と課題（現在地）を記載） （今後の方向性）

水環境の保全と水道水

の安定供給

須坂市峰の原高原飲料水供給施設による水道水の安

定供給を行った

施設の老朽化で漏水が増加傾向にあり対策が必要

峰の原高原飲料水供給施設と峰の原水道との統合に

向け水源権利者との調整が必要

アセットマネジメント等に基づき施設の更新・耐震化等を進める

老朽化の状況等現況施設の状態を把握するための施設台帳

整備を進める

拡充

「目標達成に向けた取組内容」の成果と今後の方向性



計画 3年目

5

9

22

貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー
経済成長・

雇用

インフラ・産

業化・イノ

ベーション

不平等
持続可能

な都市

持続可能

な生産と消

費

気候変動 海洋資源 陸上資源 平和

実施手段・

パートナー

シップ
1 1 1 1

単位 達成率

％ 26.6 (2019) 30.2 (意識調査'23) 30 100.7

単位 達成率

％ 52.3 (2019) 53.2 53 100.4

累計 10 (2019) 13 20 65

m 85,060 (2019) 92,113 95,000 97.0

事業 コスト

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

拡充 拡大

拡充 拡大

拡充 拡大

現状維持 拡大

拡充 拡大

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

拡充 拡大

補助事業活用による財源確保

◆街路整備事業 高い 有効 向上 幹線道路網としての整備を推進する。

河川管理事業 高い 有効 変わらない 災害を未然に防ぐためにも河川の適切な維持管理がが必要である

◆道路改良事業（単

独）
普通 普通 変わらない 地域要望のある生活道路を中心に、必要性・緊急性を考慮し対応していく。

◆道路改良事業（地域

住宅支援）
普通 普通 変わらない 財源確保し、整備事業を進める。

◆道路改良事業（防

災・安全）
高い 大変有効 向上

屋代線跡地活用事業 普通 普通 変わらない 遊歩道として利用してもらうための維持管理費の確保

除雪事業 高い 有効 変わらない 市民生活や経済活動に支障をきたさないためにに重要な事業である

道路管理事業 必要不可欠 有効 変わらない 施設の長寿命化を図るため、適切な維持管理修繕が必要である

変わらない 道路・橋梁等の適切な維持管理に必要な事業である

千曲川の増水時に内水被害を軽減するため重要な事業である

安全・安心で快適な道路整備の推進が必要である。

道路環境を保全していくため適切な維持管理が必要である

◆排水機場整備事業 必要不可欠 大変有効 やや向上 千曲川の増水時に内水被害を軽減するため重要な事業である

道路橋梁管理事業 必要不可欠 大変有効

◆道路維持補修事業 高い 有効 変わらない

施策に関連する主な事務事業の評価

事務事業名(◆実計) Ⅰ　必要性

プ ロ セ ス

指 標

達成率

評価
指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025)

都市下水路維持管理事

業

Ⅱ　有効性 Ⅲ　効率性 評価コメント 今後の方向性

高い 有効 変わらない 市街地の内水被害を軽減するため重要な事業である

排水機場維持管理事業 高い 普通 やや向上

A
道路施設における歩行空間の整備（工事実施済の

合計距離）

インター周辺開発の道路整備に伴い通学

路等の安全対策として歩道の整備を行った

ため改良率が向上した。

インター周辺開発に伴い新たな交通計画に

基づき道路整備を行ったため改良率が向

上した。

C 修繕橋梁累計数
定期点検実施結果に基づき修繕措置を

行った。

A 道路改良率

達成率の主な要因等

評価者

施策評価

シート

評価対象年度　 2023年度 この施策を記入する課等 道路河川課/まちづくり課

評価者

施 策 の

目指す姿
長期的視点に立った橋や道路、治水施設などの整備や老朽化対策を行い、生活インフラの安全性が確保されたまちを目指します。

まちづくり推進部長 担当者 道路河川課長 担当者 まちづくり課長

担当者 担当者

基本目標 安全・安心で快適な生活と美しい自然環境がともにあるまち

基本施策 快適で便利な都市基盤のあるまちづくり

施 策 道路整備や治水対策の推進

ＳＤＧＳ

と の 関 連
(目標)

成果指標

指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025) 達成率の主な要因等

「橋や道路整備の推進」の満足度



拡充

現状維持

現状維持

現状維持

現状維持

●市が関与する必要性

●市民ニーズとの整合性

●目的への寄与度、貢献度

●事業内容・構成の妥当性

重要なインフラであり、継続し修繕整備が必要。

経営資源の配分

(優先順位づけ)

●コスト削減の方向性

●事業の重点化、重心化
整備等には多額な費用が必要となることから、ライフサイクルコストを考慮した工法や新技術等を活用し対応する。

役割分担の妥当性
●共創のまちづくりに向けた多

様な主体との連携、方向性
一部草刈り等の維持管理については、共創にて対応を行い、それ以外は財源確保に努め事業を進める。

SDGｓの視点
●該当ゴールへ向けた方向性

●社会・環境・経済の調和
持続可能なまちづくりのために生活インフラの保全を行う。

施策の総合評価／今後の方向性

進捗状況

(ベンチマーキング)

●施策の進捗状況(要因)

●目標達成度

（施策の進捗状況）

補助事業や起債事業を活用し事業進捗を図った。
B:概ね順調

手段の最適性

旧屋代線跡地の整備

・草刈りなど維持管理を実施

・インター周辺開発道路整備で跡地の一部を道路に整備

済

整備後の遊歩道の維持管理に時間と費用を要している 遊歩道箇所については舗装整備を進める

交差点改良の推進
村山八町線と旧屋代線の変則交差点をラウンドアバウト

に改良する工事に着手した
・信号機や横断歩道が設置困難な場合の対応 公安委員会、警察、地元との協議連携

治水対策事業の推進
排水対策事業として、旧宮川、井上中町川の浚渫工事

を実施した

浚渫土の処分単価が増加している

排水機場の機械部品なども単価の増加がみられる。

　流下断面を確保するため土砂が堆積している河川について、

浚渫工事を行う必要がある。

　県営事業で進めている相之島排水機場と福島北排水機場

の更新事業を県と協議しながら進める

幹線・生活道路網の整

備及び修繕

インター周辺開発に伴ない、市道井上小学校福島線、市道幸高福

島線、市道福島東畑線、新アクセス道路、市道井上松宮中島線、市

道井上九反田電鉄沿線、市道井上駅跨線橋線等の道路整備を推

進した。また、高梨小山線ほかの舗装修繕を実施した。

・インター周辺商業施設開業までに道路整備の完了

・事業化された都市計画道路整備の推進

・事業化された狭あい道路整備の推進

・増大する老朽化した道路を優先順位をつけて整備を行う

・整備推進のための予算の確保

・緊急性等を考慮し優先順位をつけて計画的に事業を推進

・老朽化の増大に向け、予算確保を行い適切な修繕を実施

快適な歩道空間の整備
インター周辺開発に伴なう道路整備に合わせて歩道の整

備を行った

・歩道の設置基準を満たさない場合の対応

・歩道設置が困難な場所の対応（用地・地元同意等）

・交付金条件を満たせない場合、他の財源の確保に努め

る

・一方的な提案ではなく、地元の理解と協力を得る

成果 目指す状態・指標達成に向けた課題 課題解決に向けてやるべきこと

（指標等の分析から、各取組の成果（目指す姿へ向けての寄与度・効果）と課題（現在地）を記載） （今後の方向性）

橋梁長寿命化修繕計

画に沿った整備
13橋の修繕を実施した。 老朽化する橋梁の増加 定期点検を実施しながら、適切な修繕を行う 現状維持

「目標達成に向けた取組内容」の成果と今後の方向性

取組分野



計画 3年目

5

9

23

貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー
経済成長・

雇用

インフラ・産

業化・イノ

ベーション

不平等
持続可能

な都市

持続可能

な生産と消

費

気候変動 海洋資源 陸上資源 平和

実施手段・

パートナー

シップ
1 1 1 1

単位 達成率

％ 23.4 (2019) 29.8 (意識調査'23) 25 119.2

単位 達成率

件 53 (2019) 57 60 95

事業 コスト

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

拡充 拡大

現状維持 現状維持

拡充 拡大
◆市営住宅長寿命化事

業
高い 有効 変わらない

長寿命計画に沿って利用状況、経済性等を総合的に判断し、補助金の活用、用途廃止も含めて

整備を行っていく。

◆宅地耐震化推進事業 高い 有効 変わらない
大規模盛土造成地の変動予測調査を実施土質調査等の結果に基づき、滑動崩落による危険性

の有無を調査した。今後も継続調査を実施していく。

変わらない
空き家の所有者等に空き家の活用を促すため、広報等での空き家問題の周知や相談会を開催す

る等して空き家の掘り起しを図る必要がある。

長寿命化計画を基に、人口減少等による利用者の状況を見ながらコスト意識をもって維持管理を

進めていく。
◆住宅・建築物耐震改

修事業
高い 普通 変わらない 地震災害から市民の生命、財産を守るため、住宅等の耐震診断と補強の促進が必要である。

◆空家対策事業 高い 有効

施策に関連する主な事務事業の評価

事務事業名(◆実計) Ⅰ　必要性

プ ロ セ ス

指 標

達成率

評価
指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025)

住宅防災対策事業

Ⅱ　有効性 Ⅲ　効率性 評価コメント 今後の方向性

高い 有効 変わらない 浸水防止のため適正な維持管理が必要である

市営住宅管理事業 高い 普通 やや向上

耐震診断を実施しても、耐震改修工事に

要する費用の増加や所有者の将来計画

等から、耐震改修工事に結びつかない。

B 個人住宅の耐震補強補助件数

達成率の主な要因等

評価者

施策評価

シート

評価対象年度　 2023年度 この施策を記入する課等 まちづくり課

評価者

施 策 の

目指す姿
耐震化やバリアフリー化など市民のみなさんが快適で安全に暮らせる居住環境が整い、空き家が適切に活用されているまちを目指します。

まちづくり推進部長 担当者 まちづくり課長 担当者

担当者 担当者

基本目標 安全・安心で快適な生活と美しい自然環境がともにあるまち

基本施策 快適で便利な都市基盤のあるまちづくり

施 策 安心で快適な住環境の促進

ＳＤＧＳ

と の 関 連
(目標)

成果指標

指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025) 達成率の主な要因等

「安心で快適な住環境の推進」の満足度
安心で快適な居住空間が整いつつあるた

め。



拡充

拡充

●市が関与する必要性

●市民ニーズとの整合性

●目的への寄与度、貢献度

●事業内容・構成の妥当性

・空き家の所有者の所在が不明な場合が多く、それを市で調査して対応するケースが増加している。また、木造住宅の耐震化は個人では

対応が難しく、市の補助金等で対策の支援をする必要がある。市営住宅の将来にわたる維持管理計画は市が行うべき事業である。

経営資源の配分

(優先順位づけ)

●コスト削減の方向性

●事業の重点化、重心化
維持管理において効率の高さが望まれている。コスト意識をもって事業にあたる。

役割分担の妥当性
●共創のまちづくりに向けた多

様な主体との連携、方向性
官民一体となった総合的な空き家対策を推進するための民間団体の立ち上げを進める。

SDGｓの視点
●該当ゴールへ向けた方向性

●社会・環境・経済の調和
持続可能なまちづくりのために市営住宅は必要である。

施策の総合評価／今後の方向性

進捗状況

(ベンチマーキング)

●施策の進捗状況(要因)

●目標達成度

（施策の進捗状況） ●市営住宅等の維持管理業務を長野県住宅供給公社へ委託し、効率性の良い維持管理と住民の満足度の向上に努めるとともに、将来

にわたって住居の確保と維持管理費用の抑制するため長寿命化計画の策定を進めた。●空き家対策を効果的に進めるため、官民一体と

なった空き家対策を行うための団体の体制づくりを進めている。木造住宅の耐震化の推進の検討を行った。
B:概ね順調

手段の最適性

公営住宅の整備
市営住宅の維持管理業務を長野県住宅供給公社に委託し

実施した。

施設の老朽化が進み維持管理費用が増加傾向にあるため、リ

フォーム事業等を実施し、市営住宅の長寿命化等を図る必要

がある。また、入居者の高齢化等に合わせた環境改善工事を

行う必要がある。

長寿命化計画に基づき望岳台団地のリフォーム事業や他市営

住宅の環境改善事業等に取り組んでいく。

空き家対策

所有者不存在の空家に対する相続財産清算人選任の申立

て:１件を実施。空き家活用事業補助金の交付:空き家整理

事業２件、賃貸空き家改修事業：２件、購入空き家改修

事業:３件の申請。

相続放棄、所有者不在の空き家が増加傾向にあり、維持管

理を行う人がいないために周辺住民からの苦情が増えている。

空き家の利活用等を推進するために、官民連携を始め、必要

となる施策を検討していく必要がある。

建築物の改修、解体費用が高騰しており、補助金の交付等の

要望が増えてきているため、空き家を活用するための支援制度

の拡充を検討していく。空き家バンク事業の民間委託など民間

活力を導入し、官民連携を推進していく。

取組分野
成果 目指す状態・指標達成に向けた課題 課題解決に向けてやるべきこと

（指標等の分析から、各取組の成果（目指す姿へ向けての寄与度・効果）と課題（現在地）を記載） （今後の方向性）

一般住宅などの耐震診

断・耐震補強の支援

耐震診断士派遣事業:８件(既存木造住宅)、避難施設耐震診断

士派遣事業:１件(仁礼町常盤組公会堂)、避難施設耐震改修工

事補助金交付事業:１件(仁礼町新田組公会堂)、ブロック塀等改

修工事補助金交付事業:８件の申請。

既存木造住宅の耐震化は、住宅所有者の資金計画や将来

計画等が関わってくるため、住宅の耐震改修が思うように進ま

ない。

須坂市耐震改修促進計画、及び須坂市住宅耐震化緊急促

進アクションプログラムに基づき、建築物等の耐震化の促進を

継続していく。

現状維持

「目標達成に向けた取組内容」の成果と今後の方向性



計画 3年目

5

9

24

貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー
経済成長・

雇用

インフラ・産

業化・イノ

ベーション

不平等
持続可能

な都市

持続可能

な生産と消

費

気候変動 海洋資源 陸上資源 平和

実施手段・

パートナー

シップ
1 1 1 1 1

単位 達成率

％ 18.5 (2019) 23.4 (意識調査'23) 25 93.6

％ 16.7 (2019) 15 (意識調査'23) 20 75

単位 達成率

人/年 97,210 (2019) 94,003 100,000 94.0

件/年 30,347 (2019) 39,636 50,000 79.3

事業 コスト

拡充 現状維持

施策に関連する主な事務事業の評価

事務事業名(◆実計) Ⅰ　必要性

プ ロ セ ス

指 標

達成率

評価
指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025)

◆公共交通対策事業

Ⅱ　有効性 Ⅲ　効率性 評価コメント 今後の方向性

必要不可欠 大変有効 向上
須坂市の重要な生活インフラである公共交通ネットワークを持続可能なものとするため、地域公共

交通計画に基づく具体的施策を着実に実施していくことが重要である。

厳しい環境の中であるが、バス・乗合タク

シーともに回復傾向にあり、コロナ前の水準

まで回復している

C ＩＣカード利用件数

小さなことからあらゆる機会を捉えてICカー

ドの広報啓発活動を実施したことにより利

用増加が続いている

C すざか市民バス・すざか乗合タクシーの利用者数

達成率の主な要因等

評価者

施策評価

シート

評価対象年度　 2023年度 この施策を記入する課等 まちづくり課

評価者

施 策 の

目指す姿
電車やバスなど公共交通の必要性を理解し、みんなで利用して支え、持続可能な公共交通の環境が整っているまちを目指します。

まちづくり推進部長 担当者 まちづくり課長 担当者

担当者 担当者

基本目標 安全・安心で快適な生活と美しい自然環境がともにあるまち

基本施策 快適で便利な都市基盤のあるまちづくり

施 策 公共交通の確保

ＳＤＧＳ

と の 関 連
(目標)

成果指標

指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025) 達成率の主な要因等

「公共交通の確保」の満足度
個々の利用者等に向けた、きめ細かな利

便性向上施策の効果

「電車、バス、乗合タクシーを利用している」人の割合
人口減少、少子高齢化、マイカー利用の

増加による影響が考えられる



拡充

拡充

●市が関与する必要性

●市民ニーズとの整合性

●目的への寄与度、貢献度

●事業内容・構成の妥当性

・今後高齢者の増加により、公共交通へのニーズがより高まることが予想される。また調査結果により把握できた現在の人の流れの変化に

対応した、すざか市民バスのルート見直し等の検討を進める。

・高校再編により市外への通学者の増加も予想され、財政的な支援を含めた施策の検討が必要。

経営資源の配分

(優先順位づけ)

●コスト削減の方向性

●事業の重点化、重心化

・事業全般に係るニーズの高まりが予測される中でコスト削減は難しいが、大幅な経費増加とならないよう必要な事業を見極め、現在の人

の移動にマッチした公共交通ネットワークの構築を図る。

・運転士確保に向け事業者と連携した対応を継続して実施する必要がある。

役割分担の妥当性
●共創のまちづくりに向けた多

様な主体との連携、方向性

市民、交通事業者等で構成されている須坂市地域公共交通会議において人の移動に関する情勢や課題を共有し、相互に連携しながら

進める必要がある。

SDGｓの視点
●該当ゴールへ向けた方向性

●社会・環境・経済の調和
環境面・健康面からも効果のある公共交通の利用を促進するため、広報・啓発活動を継続して実施する。

施策の総合評価／今後の方向性

進捗状況

(ベンチマーキング)

●施策の進捗状況(要因)

●目標達成度

（施策の進捗状況） 地域公共交通計画の計画期間初年度として、同計画に基づく具体的施策を着実に実施することができた。同計画

のスケジュールに従い、今後も施策を展開していくとともに、利用者数等の数値目標についても達成に向けて事業を実

施していく。
B:概ね順調

手段の最適性

バスＩＣカード導入によ

るサービス向上と利用促

進

SNS、HPでICカード情報を継続して発信したほか、広報ポスターを随

時アップデートして各拠点・バス停で広報を展開。その結果、路線毎、

時間帯毎など利用者の集計においてそれぞれ過去最高利用数を更新

した。また、運転免許自主返納促進事業を改善して実施した。

2025春の長野地域におけるICカードリニューアルに合わせ、広

報啓発活動を展開しさらなる利用増加を目指す。

一層の利用拡大に向け、あらゆる機会を捉え周知広報する。

次年度は新カードに更新されるため、事業者・長野市等と連

携し移行の準備・予算計画を行い、利用拡大、利便性向上

策を図る。

公共交通事業者への支

援

物価高騰の影響のある交通事業者に事業継続支援金を交

付した。バスやタクシーの運転手不足解消に向け、新聞折込

みチラシ等により募集情報を発信した。連携を強化するため定

期的な事業者ミーティングを開始した。

バスの運転手不足も深刻で、短期的な改善は非常に困難で

あるが、地域の公共交通を維持するため事業者支援策の内

容も含め継続して検討する必要がある。

定期的に行う事業者ミーティングなどにより、連携を強化し、交

通事業者に対する支援内容を引き続き検討していく。運転手

募集に係る情報発信は、あらゆる機会を捉えて行う。

取組分野
成果 目指す状態・指標達成に向けた課題 課題解決に向けてやるべきこと

（指標等の分析から、各取組の成果（目指す姿へ向けての寄与度・効果）と課題（現在地）を記載） （今後の方向性）

すざか市民バス、すざか

乗合タクシーの利用促

進

須坂市地域公共交通計画の計画期間初年度として、取り組

むべき20の具体的施策の着手を開始した。主に幅広い広報

啓発活動の展開、バス待合環境の改善に向けた取組を実施

し、利用者数を順調に伸ばすことができた。

公共交通の利用者数は前年と比べ増加傾向にあるが、現在

の公共交通を維持するためには、継続して広報・利用促進策

を行うことが最重要である。

2024年度は地域公共交通計画の中心的な施策である、人

の流れの変化に合わせた路線バスルートの見直しの計画検討

を行い、さらなる利便性向上を図る。

拡充

「目標達成に向けた取組内容」の成果と今後の方向性



計画 3年目

5

10

25

貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー
経済成長・

雇用

インフラ・産

業化・イノ

ベーション

不平等
持続可能

な都市

持続可能

な生産と消

費

気候変動 海洋資源 陸上資源 平和

実施手段・

パートナー

シップ
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

単位 達成率

％ 51.1 (2019) 46.6 (意識調査'23) 60 77.7

単位 達成率

回 5 (2019) 2 8 25

回 4 (2019) 4 4 100

事業 コスト

基本目標 安全・安心で快適な生活と美しい自然環境がともにあるまち

基本施策 豊かな自然と調和する個性あるまちづくり

施 策 自然環境の保全

ＳＤＧＳ

と の 関 連
(目標)

成果指標

指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025) 達成率の主な要因等

「環境にやさしい生活を実践している」人の割合
一人ひとりが自然に親しみ、環境保全に取

り組んでいる。

評価者

施策評価

シート

評価対象年度　 2023年度 この施策を記入する課等 生活環境課

評価者

施 策 の

目指す姿
市民のみなさんが身近で自然にふれあい、自然保護の啓発や実態把握に努め、効果的な環境保全がすすめられているまちを目指します。

市民環境部長 担当者 生活環境課長 担当者

担当者 担当者

達成率の主な要因等

コロナ禍や護岸工事により、地区住民と実

施する駆除活動が制限された。

A 希少生物の保全パトロール回数
これまで蓄積した情報を活用して着実に実

施している。

C 特定外来生物の駆除回数

Ⅱ　有効性 Ⅲ　効率性 評価コメント 今後の方向性
施策に関連する主な事務事業の評価

事務事業名(◆実計) Ⅰ　必要性

プ ロ セ ス

指 標

達成率

評価
指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025)



現状維持

「目標達成に向けた取組内容」の成果と今後の方向性

取組分野
成果 目指す状態・指標達成に向けた課題 課題解決に向けてやるべきこと

（指標等の分析から、各取組の成果（目指す姿へ向けての寄与度・効果）と課題（現在地）を記載） （今後の方向性）

環境基本計画の推進
温暖化防止事業での補助件数の拡大、他課の事業につ

いても概ね達成できたと考える

イベント的な事業については再開しつつあるが、イベントの

効果測定が困難

国や県の動向を見ながら、市としてできることを拡大してい

く
拡充

生物多様性の保全
市内各所のスギナモ生育状況を、保全パトロールで確認

した

特定外来生物種が年々増加し対応が追い付かない。ア

レチウリの根絶は困難であるため、駆除の必要性が高い場

所の選定が必要

特定外来生物の駆除や、在来種の保護活動を検討する

C:やや遅れている

手段の最適性

●市が関与する必要性

●市民ニーズとの整合性

●目的への寄与度、貢献度

●事業内容・構成の妥当性

希少種の保全、特定外来生物の駆除は、市民にとって身近に感じにくいが、安心安全な生活のためには取り組むべき課題である

経営資源の配分

(優先順位づけ)

●コスト削減の方向性

●事業の重点化、重心化
環境の変化により、希少種の保全や特定外来生物の駆除の必要性がより高まる。関係機関と連携した事業が必要である

役割分担の妥当性
●共創のまちづくりに向けた多

様な主体との連携、方向性
アレチウリ駆除やスギナモ保全は、地域や事業者の協力が必要。今後も継続した実施を図る

SDGｓの視点
●該当ゴールへ向けた方向性

●社会・環境・経済の調和
自然環境の保全活動により、安心安全で快適な環境づくりを図る

施策の総合評価／今後の方向性

進捗状況

(ベンチマーキング)

●施策の進捗状況(要因)

●目標達成度

（施策の進捗状況）

コロナ渦や護岸工事により、地区住民と協力して実施する駆除活動が制限された。



計画 3年目

5

10

26

貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー
経済成長・

雇用

インフラ・産

業化・イノ

ベーション

不平等
持続可能

な都市

持続可能

な生産と消

費

気候変動 海洋資源 陸上資源 平和

実施手段・

パートナー

シップ
1 1 1 1 1

単位 達成率

％ 39.8 (2019) 43.1 (意識調査'23) 46.7 92.3

単位 達成率

件 40 (2019) 50 58 86.2

人 126,656 (2019) 126,996 150,000 84.7

事業 コスト

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

拡充 現状維持

現状維持 現状維持

拡充 現状維持

拡充 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

街なみ施設管理事業 高い 有効 やや向上

景観事業 高い 有効 変わらない
須坂市独自の「景観計画」及び「屋外広告物条例」により、地域の実情に応じた適切な景観の保

全に努めていく必要がある。

◆動物園施設整備事業 高い 大変有効 向上 寄附をされた方の意向に沿って、施設整備を進めていく。

動物園管理運営事業 必要不可欠 大変有効 向上
来園者に親しまれ市民の憩いの場である動物園に多くの人に来てもらうように展示やイベント等を工

夫しながら管理運営していくことが重要である。

向上 市民の憩いの場である公園の適切な施設整備は観光誘客の面からも必要である。

潤いのあるまちづくり、魅力あるまちづくりにおいても必要な取り組みである。

まゆぐら、しらふじを住民同士の交流や観光客の場として、地域の活性化や賑わいの創出につながる

ようにすることが重要である。

重伝建の取組と連携した、須坂市の歴史と特色を活かしたまちづくりの推進が必要である。

臥竜公園管理事業 必要不可欠 大変有効 向上 魅力ある公園・緑地を維持するため、遊具等の計画的な点検、修繕及び新設を行う必要がある。

◆臥竜公園施設整備事

業
高い 大変有効

◆まちづくり推進事業 高い 有効 やや向上

施策に関連する主な事務事業の評価

事務事業名(◆実計) Ⅰ　必要性

プ ロ セ ス

指 標

達成率

評価
指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025)

公園管理事業

Ⅱ　有効性 Ⅲ　効率性 評価コメント 今後の方向性

高い 有効 変わらない 市民の憩いの場である公園の適切な施設整備、維持管理は必要である。

◆花と緑のまちづくり事業 高い 有効 変わらない

重伝建の指定に向けた取組等による住民

意識の向上

C 動物園の年間入園者数

イベントの実施状況や屋外施設であるため

天候等に影響されやすい

近年の猛暑による影響

B 歴史的建造物の登録件数

達成率の主な要因等

評価者

施策評価

シート

評価対象年度　 2023年度 この施策を記入する課等 まちづくり課

評価者

施 策 の

目指す姿
須坂の特徴的な自然の景観と、建物、看板、花壇など人工的な景観が調和し、美しく須坂らしい景観づくりや賑わいを創出するまちを目指します。

まちづくり推進部長 担当者 まちづくり課長 担当者

担当者 担当者

基本目標 安全・安心で快適な生活と美しい自然環境がともにあるまち

基本施策 豊かな自然と調和する個性あるまちづくり

施 策 須坂らしい景観づくりの推進

ＳＤＧＳ

と の 関 連
(目標)

成果指標

指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025) 達成率の主な要因等

「良好な景観の保全と育成の推進」の満足度
景観計画や屋外広告物条例などに基づく施策

展開による景観意識の向上。



現状維持

現状維持

拡充

現状維持

●市が関与する必要性

●市民ニーズとの整合性

●目的への寄与度、貢献度

●事業内容・構成の妥当性

市民が快適に生活できるまちづくりを推進するために、景観に配慮した建造物、屋外広告物に関する条例の周知指導を進める。また、花と

緑のまちづくり事業は共創のまちづくりを進める上でも行政が取組みに対する支援をすることが重要と考える。

経営資源の配分

(優先順位づけ)

●コスト削減の方向性

●事業の重点化、重心化
市民が快適に生活で、須坂を訪れた方がまた来たくなるまちづくりを、コスト意識をもって推進する。

役割分担の妥当性
●共創のまちづくりに向けた多

様な主体との連携、方向性
市民や各団体が取組むオープンガーデンの取組の支援や花苗の提供を通じて共創のまちづくりを推進した。

SDGｓの視点
●該当ゴールへ向けた方向性

●社会・環境・経済の調和
住みやすいまちづくりと共に、訪れる人にやさしい、魅力あるまちづくりを進める。

施策の総合評価／今後の方向性

進捗状況

(ベンチマーキング)

●施策の進捗状況(要因)

●目標達成度

（施策の進捗状況） 重伝建に選定に向け庁内関係課と連携し、景観に配慮しながら歴史的資産の保存と活用に取組んだ。また、オープ

ンガーデンの取組をはじめ、花苗の提供等により花と緑のあるまちづくりを進めると共に、屋外広告物の見直しと周知、

指導に努め、訪れる人にやさしい、魅力あるまちづくりを推進した。
B:概ね順調

手段の最適性

臥竜公園・動物園の環

境整備

・地方創生推進交付金【恋人の聖地】事業を活用した臥竜公園活性

化事業は、新しい人々の交流が生じ賑わい創出に繋がった。

・クラウドファンディングを活用した新獣舎建設は、2025年完成に向け

設計を行った。

・臥竜公園は市民の憩いの場として魅力ある環境整備に努め

る。

・動物園の魅力向上のため、展示方法の工夫、様々なイベン

トの実施等を行い、入園者増を図る。

・臥竜公園の魅力向上のため、桜の樹勢回復や竜ヶ池の水質改善、

臥竜山の里山整備、臥竜公園活性化事業に取り組む。

・新獣舎建設は須坂市のPR、入園者増に有効であり、2025年建設

に向け準備を行う。

都市公園等の環境整

備

遊具の管理は、年１回の定期点検及び毎月の日常点検によ

り必要な修繕を行った。公園施設の修繕、剪定、草刈り、清

掃等により、安心して気持ちよく利用できる憩いの場として管理

することができた。

公園施設において遊具等の経年劣化が多くみられるようになっ

てきている。地域からの遊具新設の要望に対してすぐに対応で

きない部分もあるが、定期的な塗装や交換部品の更新等の保

守を行っていく必要がある。

公園施設の老朽化が全体的に進行しており、定期的な

点検を通して現状を把握しながら、優先度を考慮し計画

的に修繕・更新等の維持管理を適切にを行う。

歴史的資産をいかしたま

ちづくり

重伝建の選定に向けて庁内関係課が連携して取り組むことが

出来た。歴史的建造物の登録は伝建区域外1件、建物改修

事業の補助は伝建区域内1件（2019年登録建物）実施し

た。

伝建地区内とその周辺の歴史的資産をいかしたまちづくり

を進める。

現在ある登録制度や補助制度による、歴史的建造物の保存

活用に取り組みながら、伝建地区とその周辺の歴史的風致の

維持向上に向けた計画策定等の検討を行う。

緑化の推進

ボランティア団体等との協働作業による花壇は80箇所を超え、緑化の

推進が図られた。オープンガーデンは39庭園の参加があり、次年度

（2024度）には41庭園に増加する。オーナーとの交流を通して花や

緑がもたらす心の潤いや安らぎ等の魅力を伝えることができた。

オープンガーデンの参加者は少しずつ増えてきたが、地域

の花壇等については植栽団体の高齢化等により減少する

傾向にある。

引き続きSNSによる事業PRや訪問活動により花苗援助団体

やオープンガーデンの参加者数の維持・増加に努めるとともに、

宿根草の活用などにより花壇の維持管理の省力化を図ってい

く。

取組分野
成果 目指す状態・指標達成に向けた課題 課題解決に向けてやるべきこと

（指標等の分析から、各取組の成果（目指す姿へ向けての寄与度・効果）と課題（現在地）を記載） （今後の方向性）

景観をいかしたまちづくり

2022年7月に施行した須坂市景観計画（見直し）や屋外

広告物条例により地域の実情に応じた景観となるように指導な

どを行った。屋外広告物は１種から４種の規制地域を設けた

ことで、申請件数は増加している。

屋外広告物に関する市の条例施行前から設置されている屋

外広告物は、2025年6月末までに改めて設置に関する届出

が必要であり、周知を図っていく。併せて市景観条例の届出対

象についても周知を図っていく。

景観計画の景観基準と屋外広告物条例の周知と指導に

努める。
現状維持

「目標達成に向けた取組内容」の成果と今後の方向性



計画 3年目

5

10

27

貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー
経済成長・

雇用

インフラ・産

業化・イノ

ベーション

不平等
持続可能

な都市

持続可能

な生産と消

費

気候変動 海洋資源 陸上資源 平和

実施手段・

パートナー

シップ
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

単位 達成率

％ 49 (意識調査'23) 60 81.7

％ 75.5 (2019) 66.1 (意識調査'23) 78.5 84.2

単位 達成率

g 747 (2019) 711 741 104.2

件 40 (2019) 85 40 212.5

％ 84.1 80 105.1

事業 コスト

拡充 現状維持

拡充 拡大

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

拡充 拡大

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

基本目標 安全・安心で快適な生活と美しい自然環境がともにあるまち

基本施策 豊かな自然と調和する個性あるまちづくり

施 策 循環型社会の推進と地球温暖化対策

ＳＤＧＳ

と の 関 連
(目標)

成果指標

指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025) 達成率の主な要因等

地球温暖化防止を意識して生活している人の割合
市による広報等のほか、国や県及び各種メ

ディアで積極的に広報活動がされているた

循環型社会の推進を目指しリサイクルを意識している人の割

合

市による広報等のほか、国や県及び各種メ

ディアで積極的に広報活動がされているた

評価者

施策評価

シート

評価対象年度　 2023年度 この施策を記入する課等 生活環境課

評価者

施 策 の

目指す姿
地球温暖化防止のための意識改革・生活様式の見直しがすすめられているまちを目指します。

市民環境部長 担当者 生活環境課長 担当者

担当者 担当者

達成率の主な要因等

啓発等の取組みにより目標を達成できた。

A
CO2削減のための補助件数（太陽光・太陽熱・ペ

レットストーブ等）

予算拡大及び2023年度より蓄電システム

を補助対象としたため。

A 一人一日当たりのごみの排出量

A マイバッグの持参率 啓発等の取組みにより目標を達成できた。

Ⅱ　有効性 Ⅲ　効率性 評価コメント 今後の方向性

必要不可欠 有効 変わらない
廃棄物減量・再資源化はは、環境保全、資源保全、地球温暖化防止等のため、重要な施策であ

り、さらに推進が求められる。
廃プラスチック再資源化

事業
必要不可欠 普通 変わらない

施策に関連する主な事務事業の評価

事務事業名(◆実計) Ⅰ　必要性

プ ロ セ ス

指 標

達成率

評価
指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025)

ごみ減量・再資源化事業

公衆トイレ管理事業 高い 有効 変わらない
町の環境衛生の向上のため、適正綱維持管理を行う。また、施設の老朽化等への対応を検討して

いかなければならない。

狂犬病予防対策事業 必要不可欠 有効

火葬場施設運営事業 必要不可欠 普通 変わらない

プラスチックの廃棄は年々増加すると言われ、今後さらに大きな題となっていくことが考えられる。このた

め、５Ｒの推進等の施策を推進していくことが求められる。

地元振興事業の推進、地元と長野高域連合間の調整を行っていく。

須高４市町村、須高行政事務組合と連携し引き続き安定した運営を行う必要がある。

し尿処理施設運営事業 必要不可欠 普通 変わらない 構成市として須高行政事務組合と連携し引き続き安定した処理を行う必要がある。

◆温暖化防止推進事業 高い 有効 変わらない
地球温暖化防止は喫緊の課題である。今後、事業推進のための新たな方途の検討が必要にな

る。

変わらない 狂犬病予防法に基づく事業の適正実施をしていく。

◆広域ごみ処理推進事

業
必要不可欠 大変有効 変わらない

環境対策事業 必要不可欠 有効 変わらない インター開発完了後の環境変化に適切に対応していく。また、関係法令の適正な実行をしていく。

霊園管理事業 必要不可欠 有効 変わらない
適正に霊園管理をしていく。また、時代変化（承継者不明等の増加）に伴う対応の検討をしてい

く。

◆霊園施設整備事業 高い 有効 やや向上 各霊園の適切な整備をしていく。

ごみ処理施設管理事業 必要不可欠 有効 変わらない 老朽化する施設の維持管理を図る。

ごみ収集事業 必要不可欠 有効 変わらない 適切な事業委託と事業実施をしていく。

◆ごみ処理施設整備事

業
必要不可欠 有効 変わらない 緊急指定避難場所整備に関する設計と事業実施のため準備をしていく。

ごみ処理施設運営事業 必要不可欠 有効 変わらない 老朽化する施設の安定した運営と処理を図る。



現状維持

現状維持

現状維持

拡充

現状維持

「目標達成に向けた取組内容」の成果と今後の方向性

取組分野
成果 目指す状態・指標達成に向けた課題 課題解決に向けてやるべきこと

（指標等の分析から、各取組の成果（目指す姿へ向けての寄与度・効果）と課題（現在地）を記載） （今後の方向性）

再生可能エネルギー等

の導入と温室効果ガス

削減の推進

CO2排出量削減のため、太陽光発電システム63件、蓄

電システム21件、太陽熱利用システム1件、ペレットストー

ブ1件の補助を行った

世界的規模の問題であり、即刻性のある効果的な施策

がない
国、県と連携し市としてできる事業を実施していく 拡充

各種公害対策 苦情等に対し必要な対応を行った 指導権限の有無等で対応に苦慮する場合もある 各種苦情に対し状況に即した対応を行っていく

環境対策に関する広

報・普及啓発

広報等でCO2削減やごみの減量化など広報や普及啓発

を行った
効果の計測が困難 広報やHPにより周知を行う

ごみ処理広域化の推進
長野広域連合ごみ処理広域化基本計画推進のための

費用を負担した
長野広域連合と連携しエコパーク須坂の運営が必要

エコパーク須坂建設時に地元区と交わした協定書に基づ

き、引き続き地元振興事業を推進する

水資源の保全と活用

井戸等の相談及び届出6件を受付。また、地下水保全

のため観測井戸の水位測定を毎月実施したが特別な変

化は見られなかった

許可井戸の審査期間が想定より長くかかる。

事業者へは相談時に伝えている

地下水の保全と活用が適切に行われるよう、事業者への

注意喚起や地下水位測定を実施し現況把握を行う

ごみの減量化・資源化の

推進

ごみ処理有料化、生ごみ堆肥化施策、ごみ分別回収、

資源物拠点回収を引き続き実施し、ごみの減量化、再

資源化を図った。

プラスチック資源循環法によりプラスチック使用製品廃棄

物のの一括回収が努力義務となっており対応が必要。

廃棄物の適正処理を引き続き実施する。ごみの減量化・

資源化に向けた施策・広報を実施する。プラスチック一括

回収に向け施設設備の更新を進める。

ストックヤード施設設備更新に向け、調査及び研究を進

める。
拡充

し尿処理施設、火葬場

の適切な管理と運営

須高行政事務組合及び構成市町村と連携し施設の適

切な維持管理と安定的運営のための費用負担を行った。

下水道接続の増加で、し尿（汲み取り）・浄化槽汚泥

量は減少傾向。安定的な収集・運搬体制を維持するた

めし尿収集手数料の改定する必要がある。

廃棄物の適正処理を引き続き実施する。須高行政事務

組合及び構成市町村と負担金を分担し安定的に事業を

継続する。し尿処理手数料改定の検討を行う。

現状維持

処理施設の適正な維持

管理と検討

処理施設の必要な修繕を実施し、限られた予算の中で

適正な施設の維持管理を実施した。

ストックヤードについて、プラスチック一括回収に視野に入れ

た施設設備の更新が必要。

拡充

霊園の整備と管理
霊園使用者の利便性向上を踏まえ維持管理、修繕等を

行った。また、霊園管理料の確実な徴収に務めた。

使用者の高齢化に伴う承継者問題と管理料の確実な徴

収。無縁墓地化防止のための案内と利便性の向上を考

えた施設整備が必要。

霊園施設の維持管理、修繕等を行うため、引き続き空き

区画の募集を行い、霊園使用料と霊園管理料の確実な

徴収を行う。

現状維持

人とペットの調和のとれた

共生社会の実現

広報や隣組回覧等により正しいペットの飼育方法の普及

啓発を図り、動物愛護精神の向上と、誤った飼育方法を

原因とする苦情対応を行った

猫に関する苦情が多く、猫繁殖制限手術の助成や講演

会・相談等を行っているが、飼い主のモラルによるところが

大きく解決が難しい

猫繁殖制限手術への補助金が例年不足することから、予

算増額を検討する。また、保健所や愛護会と連携して飼

育方法の普及啓発を継続する。

C:やや遅れている

手段の最適性

●市が関与する必要性

●市民ニーズとの整合性

●目的への寄与度、貢献度

●事業内容・構成の妥当性

地球温暖化対策は喫緊の課題である。ゴミの分別による再資源化、新エネルギー活用によるさらなるCO2排出削減の取り組みが求められ

る

経営資源の配分

(優先順位づけ)

●コスト削減の方向性

●事業の重点化、重心化
費用対効果を考慮し、状況の変化に応じた事業の検討、見直しが必要。

役割分担の妥当性
●共創のまちづくりに向けた多

様な主体との連携、方向性
市民、民間事業者と連携し取り組んでいる。今後も連携し取り組んでいく必要がある

SDGｓの視点
●該当ゴールへ向けた方向性

●社会・環境・経済の調和
気象変動、環境保全への対応は全ての生き物にとって最重要課題である

施策の総合評価／今後の方向性

進捗状況

(ベンチマーキング)

●施策の進捗状況(要因)

●目標達成度

（施策の進捗状況）
CO2排出削減に資するクリーンエネルギー活用設備への補助件数は順調。

ごみの排出量については、リサイクルの推進等により削減を図る必要がある。


